
 

【マニフェスト自己評価の経緯】 

○ 私は、知事就任１年目にマニフェスト「神奈川力宣言」を土台とした総合計画「神奈川力構想・

プロジェクト 51」を策定し、２年目は「改革実行元年」、３年目は「改革前進の年」、４年目は「改

革目標達成の年」と位置づけ、具体的な政策の実現、改革の実行に取り組んでまいりました。 

○ マニフェストの評価には、中立的な立場から客観的な評価をお願いしてきた松沢マニフェスト

進捗評価委員会に加え、北川正恭早稲田大学マニフェスト研究所所長及びＮＰＯ法人自治創造コ

ンソーシアムによる「第三者評価」と、私自身による「自己評価」の２種類があります。 

○ これまで毎年度終了後、マニフェストの自己評価を実施し、公表してきました。今回は、１期

４年間を振り返り、マニフェストの進捗状況などについて自己評価を行いました。 

○ 第三者評価は既に記者発表などで公表されていますが、私自身の自己評価は、そうした第三者

評価の内容も踏まえ、マニフェストを提示した政治家としての立場から、１期目４年間の成果と

残された課題を自ら点検し、県民の皆様にご報告させていただくものです。 

【自己評価の基準】 

○ マニフェストの目標の達成に向けて、１期４年間において、必要な取組みを行ってきたかとい

う観点から、自分として力を入れたこと、やり残したと感じている点などを含めて、総合的に評

価いたしました。 

○ なお、第三者評価は、最終目標と実際の達成状況との対比による絶対評価を行っている点など、

私の自己評価とは基準が異なることにご留意いただきたいと存じます。 

【全体評価結果】 

○ マニフェストで掲げた 37 の政策のうち、33 の政策については、マニフェストの目標の達成に

向けて具体的な成果が表れている、もしくは概ね順調に事業が実施され一定の成果が表れている

と評価します。一方、目標達成に向けて課題が残されている政策が４本あると評価します。 

ただし、概ね順調に事業が実施されている政策の中にも、目標達成に向けてなお課題があり、

さらなる努力を要すると評価しているものもあります。 

○ 総じて、１期４年間の成果としては、８割方の出来であったと評価しております。 

【マニフェスト・サイクルの確立】 

４年間の「マニフェスト改革」全体の評価としては、「マニフェスト選挙⇒総合計画化⇒毎年の

外部評価・自己評価実施・公表」というマニフェスト・サイクルを確立し、日本の地方政治・行

政に新しいビジネスモデルを提供し、大きな変革をもたらしたと自負しています。 

さらに、私のマニフェスト改革が他の自治体や韓国にまで普及したことも予期せぬ成果でした。 

 

【政策別評価の概要】                    
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評 価 取組みの状況 

Ａ 必要な取組みを着実に実施し、目標達成に向けて具体的な成果が表れているもの。 

Ｂ 必要な取組みを概ね順調に実施し、一定の成果が表れているもの。 

Ｃ 目標達成に向けて取り組んでいるが、課題が残されているもの。 

Ｄ 具体的な取組みが十分ではないもの。 

評価 件数 構成比 

A 13 35.1％ 

B 20 54.1％ 

C 4 10.8％ 

D 0 0％ 

計 37 100.0％ 
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政 策 評価 取組みの成果と課題 

Ⅰ 地域主権   

１ 税財源移譲   Ｂ 国庫補助負担金改革を上回る 1638 億円の税源移譲確保。提唱した三位一体改革推進法が成立。 

２ 首都圏連合 A 首都圏連合協議会（共同事務局）が具体的活動展開。民間を含む首都圏連合フォーラム開催。道筋付けた。 

３ 道州制   Ｂ 全国知事会で基本的考え方を取りまとめ。道州制担当大臣が設置された。地方制度調査会の答申も。 

Ⅱ 県政改革   

４ 情報公開 Ｃ ﾀｳﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞやｳｲｰｸﾘｰ知事現場訪問を展開。情報公開度全国９位、議会の政務調査費の公開が課題。 

５ 自治基本条例 Ｃ 検討懇話会提言まとまる。多選自粛条例に続き禁止条例を提案するも議会で否決。早期制定に向けて努力。 

６ ＮＰＯ支援 Ｂ NPO 協働推進室を設置、支援強化。人口比法人数は倍増は達成。全国順位は苦戦（11 位→17 位）。 

７ ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ Ａ NPO の政策提案 18 本。政策実施 10 本。政策評価 8 本でﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 30 の目標を達成。 

８ ﾁｬﾚﾝｼﾞ市町村 Ｂ ﾁｬﾚﾝｼﾞ市町村制度を創設。市町村へ権限移譲具体化進む。移動知事室も県内 8 カ所で展開。 

９ 行政改革 A 出先機関 2 割削減、第三セクター2 割削減は 19 年度当初に達成見込。指定管理者制度 328 施設で適用。 

10 人件費削減等 Ａ 行政職員1500人削減、警察官等1500人増員は19年度当初達成見込。人件費抑制879億円（Ｈ15当初比）。 

11 県庁ﾜｰｸｼｪｱ Ａ ｱｼｽﾀﾝﾄﾜｰｶｰや行政補助員を新設し、雇用を拡大。非常勤職員等も含め、延べ 669 名の雇用を創出した。 

12 県庁ﾍﾞﾝﾁｬｰ Ａ 職員政策提案は延べ 122 件、うち 22 件を採択。竹林再生事業が NHK の「ご近所の底力」で殿堂入り果たす。 

13 入札改革 Ｂ 18 年から新入札制度「かながわ方式」を導入。適正競争と県内中小企業の育成、工事の品質確保を両立。 

14 民間人登用 Ａ 病院・産業技術・観光・県産木材等の分野で民間人から課長級以上８人を登用。民間的経営の効果生まれる。 

Ⅲ 経済再生   

15 京浜臨海部 Ｂ 神奈川口構想協議会で協議。羽田空港国際化や臨海部活性化プランの提案を実施。従業者数は厳しいか。 

16 新産業育成 Ａ ｲﾝﾍﾞｽﾄ神奈川により優良企業42企業立地。経済波及効果９兆３千億円。Ｒ＆Ｄﾈｯﾄﾜｰｸ展開。ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援も。 

17 中小企業等 Ａ 新規求人数が目標を 3 年連続超過（27 万人→37 万 6 千人）。ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ創出支援で融資･補助も実施。 

18 ツーリズム Ｂ 観光キャンペーン展開。観光親善大使も任命。入込観光客 15 年度 15233 万人→17 年度 16116 万人と回復。 

Ⅳ 教育再生   

19 不登校対策 Ｃ 地域貢献デーなどで高校生ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ体験の機会拡充。不登校児童生徒の増加歯止めかからず。課題残る。 

20 県立高校改革  Ｂ 学区の全廃実現。単位制など新しいﾀｲﾌﾟの高校 15 校に。民間人校長の公募 10 名達成。校長権限も拡充。 

21 ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｶﾚｯｼﾞ Ｂ 18 年 10 月からｺﾐｭﾆﾃｨ・ｶﾚｯｼﾞを試行で開設。職業訓練やキャリアアップ教育は新たな展開方策検討が必要。 

22 英語学習   Ｂ 県立高校で国際・英語拠点校 20 校。小中学校でﾓﾃﾞﾙ校 26 校指定。ﾈｲﾃｨﾌﾞｽﾋﾟｰｶｰ高校配置や教員研修も。 

Ⅴ 環境を守る   

23 水源の森林 Ｂ 水源の森林面積 8448 ha で目標の８割。森林ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ参加者も目標の７千人を超える。 

24 都市の自然 Ｂ 都市公園整備 39.7→41.08 k ㎡平方ｷﾛﾒｰﾄﾙ（Ｈ17）。多自然型河川整備や里山づくり事業も推進。 

25 森林環境税 Ａ 17 年９月水源環境保全税が可決。19 年度から納税者 1人当り年 950 円・総税収 38 億円で水源保全再生へ。 

26 リサイクル Ｂ 一般廃棄物ﾘｻｲｸﾙ率改善 16.2％→18.3％（Ｈ16）。最終処分場 18 年 4 月稼動。NPO と連携で不法投棄防止。 

Ⅵ 暮らしを守る   

27 子育て支援 Ｂ 待機者数は 15 年比で 30％改善。担当部長やこども家庭課を新設。「次世代育成対策推進条例」を提案予定。 

28 児童虐待対策 Ｃ 専門職員増員など児童相談所の体制整備。24 時間対応の「子どもナイトライン」新設。社会環境なお厳しい。 

29 高齢者介護 Ｂ 特別養護老人ﾎｰﾑ整備により 22100 床確保。実質的待機者に配慮し、待機者数改善にさらに整備を促進。 

30 医療人材 Ｂ 看護専門学校再編や県立保健福祉大学での医療・福祉等の人材養成を推進。人材育成・確保にさらに努力。 

31 救急医療体制 Ｂ 救命救急センターの 7 施設（Ｈ14）→11 施設（Ｈ18）。救急救命士によるﾌﾟﾚﾎｽﾋﾟﾀﾙｹｱ充実。搬送時間足踏み。 

32 男女共同参画 Ｂ 配偶者等からの暴力の相談･一時保護ともに 17 年度初めて減少。NPO と連携も。男女共同参画推進も継続。 

33 住基ネット Ｂ 情報ｾｷｭﾘﾃｨ強化のための市町村職員研修を継続。緊急時対応訓練、外部監査などの対策も継続して対応。 

34 地震防災対策 Ａ 市町村への防災対策支援継続（Ｈ22 まで毎年 20 億円）。広域防災活動備蓄拠点の整備を促進。 

35 犯罪対策 Ａ 刑法犯検挙率19.2%（Ｈ14）→38.6%（Ｈ18）改善。刑法犯認知件数19万→12万件に減少。17年減少は日本一。 

36 暴走族条例 Ａ 条例による対策の効果着実。暴走族等 1003 人（Ｈ14）→476 人（Ｈ17）暴走行為 144 回→36 回へ減少。 

37 米軍基地対策 Ｂ 米国高官や外務大臣・防衛庁長官へ基地縮小等で直接会談。縮小あるも増強もあり、引き続き努力を要す。 

※さらに詳しい政策別評価結果は近日中にホームページでご覧いただけるようにします。 

松沢しげふみ公式ホームページ： www.matsuzawa.com/ 
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